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議 会 規 則

鳥取県議会会議規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成23年７月１日

鳥取県議会議長 伊 藤 美 都 夫

鳥取県議会規則第１号

鳥取県議会会議規則の一部を改正する規則

鳥取県議会会議規則（昭和31年鳥取県会規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、太枠で示すとおり改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第13条の２関係） 別表（第13条の２関係）

名称 目的 構成員 招集権者 備考 名称 目的 構成員 招集権者 備考

略 略

議会改 議会の在 議長、副議 議長 議会改 議会の在 議長、副議 議長

革推進 り方及び 長、各交渉 革推進 り方及び 長、各交渉

会議 当面の諸 団体から選 会議 当面の諸 団体から選

課題につ 出された議 課題につ 出された議

いて協議 員各２名及 いて協議 員各２名及

又は調整 び交渉団体 又は調整 び交渉団体

を行う。 に属さない を行う。 に属さない

議員から選 議員から選

出された議 出された議

員２名 員２名

政策調 議員の提 所属議員が 議長 当該会派

整会議 案する政 議員定数の 以外の各

策条例、 12分の１以 会派の代

意見書等 上の会派か 表者各１

（ 以 下 ら選出され 名及び会

「政策条 た議員各１ 派に属さ

例等」と 名及び当該 ない議員

いう。） 会派に属さ （政策条

について ない議員で 例等を提

協議又は あって政策 案しよう

調整を行 条例等を提 とする者

う。 案しようと を 除

するものの く 。 ）

代表者１名 は、当該

会議に出

席して意
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見を述べ

ることが

できる。

略 略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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議 会 告 示

鳥取県議会告示第４号

鳥取県政務調査費交付条例施行規程（平成13年鳥取県議会告示第２号）の一部を次のように改正する。

平成23年７月１日

鳥取県議会議長 伊 藤 美 都 夫

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すとおり改正する。

改 正 後 改 正 前

（収支報告書の閲覧） （収支報告書の閲覧）

第３条 略 第３条 略

２～６ 略 ２～６ 略

７ 前項第１号の申込書は、鳥取県未来づくり推進局 ７ 前項第１号の申込書は、鳥取県総務部県民課、東

県民課、東部総合事務所県民局、八頭総合事務所県 部総合事務所県民局、八頭総合事務所県民局、中部

民局、中部総合事務所県民局、西部総合事務所県民 総合事務所県民局、西部総合事務所県民局又は日野

局又は日野総合事務所県民局を経由して提出するこ 総合事務所県民局を経由して提出することができ

とができる。 る。

８ 略 ８ 略

附 則

この告示は、平成23年７月１日から施行する。
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鳥取県議会告示第５号

鳥取県議会情報公開条例施行規程（平成13年鳥取県議会告示第１号）の一部を次のように改正する。

平成23年７月１日

鳥取県議会議長 伊 藤 美 都 夫

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すとおり改正する。

改 正 後 改 正 前

（公文書開示請求書） （公文書開示請求書）

第３条 略 第３条 略

２ 略 ２ 略

３ 公文書開示請求書は、鳥取県未来づくり推進局県 ３ 公文書開示請求書は、鳥取県総務部県民課、東部

民課、東部総合事務所県民局、八頭総合事務所県民 総合事務所県民局、八頭総合事務所県民局、中部総

局、中部総合事務所県民局、西部総合事務所県民局 合事務所県民局、西部総合事務所県民局又は日野総

又は日野総合事務所県民局を経由して提出すること 合事務所県民局を経由して提出することができる。

ができる。

附 則

この告示は、平成23年７月１日から施行する。


